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令和７年度太宰府市下水道事業会計資金不足比率の報告について 

 

 

 

 

 別紙のとおり報告する。 

 

 

 

 

    令和８年 ８月２７日 提出 

 

 

                    太宰府市長 髙 原  清 

 

 

 

 

 

 

 

   理 由 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２

条第１項の規定により監査委員の意見を付けて議会に報告する。 
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太宰府市下水道事業

【算式】

※資金不足額＝Ａ＋Ｂ－Ｃ（－Ｄ）

Ａ＝流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額－PFI建設事業費等

Ｂ＝算入地方債の現在高

Ｃ＝流動資産－控除財源－控除額

Ｄ＝解消可能資金不足額

※事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益（営業収益計上分）の額

【令和７年度】

Ａ＝ 472,974,925円－340,258,649円－0円－0円－0円＝132,716,276円

Ｂ＝ 0円

Ｃ＝ 2,068,902,800円－0円－0円＝2,068,902,800円

Ｄ＝ 0円

資金の不足額 ＝ 132,716,276円＋0円－2,068,902,800円-0円

＝

※解消可能資金不足額は資金不足額が発生していないため算定の必要なし

（地方公共団体が解消可能資金不足額を算定するための基準 第1の2より）

事業の規模 ＝ 1,122,359,208円－0円

＝

＝

※負数の場合は資金不足額が発生していないため、公表の際は「－」となる。

（参考）

△ 172.51%

令和７年度　資金不足比率の状況

資金不足比率 ＝
資金の不足額

事業の規模

△ 1,936,186,524円

1,122,359,208円

資金不足比率 ＝
△ 1,936,186,524円

1,122,359,208円

令和７年度地方債残高 3,818,072,683円

内
訳

建設改良費 3,818,072,683円

準建設改良費（地方債に関する省令第12条に規定する経費） 0円

上記以外 0円
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